
生活保護法（昭和２５年 法律第１４４号）＝抄＝ 

 
（医療機関の指定） 

第４９条 厚生労働大臣は、国の開設した病院若しくは診療所又は薬局について、都道府県知

事は、その他の病院若しくは診療所（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。）

又は薬局について、この法律による医療扶助のための医療を担当させる機関を指定する。 

 

（指定の申請及び基準） 

第４９条の２ 厚生労働大臣による前条の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、病院

若しくは診療所又は薬局の開設者の申請により行う。 

２ 厚生労働大臣は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、前条の指定をしてはならない。 

 一 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関又は保険薬局でないとき。 

  二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

 三 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるも

のの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者であるとき。 

 四 申請者が、第５１条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知が

あった日前６０日以内に当該指定を取り消された病院若しくは診療所又は薬局の管理者で

あった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。た

だし、当該指定の取消しの処分の理由となった事実に関して申請者が有していた責任の程

度を考慮して、この号本文に該当しないこととすることが相当であると認められるものと

して厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

 五 申請者が、第５１条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条

の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日ま

での間に第５１条第１項の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退につい

て相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないもので

あるとき。 

 六  申請者が、第５４条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検

査の結果に基づき第５１条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否

かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより厚生労働大

臣が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合におけ

る当該特定の日をいう。）までの間に第５１条第１項の規定による指定の辞退の申出をし

た者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算

して５年を経過しないものであるとき。 



 
 

 七 第５号に規定する期間内に第５１条第１項の規定による指定の辞退の申出があつた場合

において、申請者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）が、同号の通

知の日前６０日以内に当該申出に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者であった者で、

当該申出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前５年以内に被保護者の医療に関し不正又は著しく不当な行為を

した者であるとき。 

 九 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者が第２号から前号までのいずれか

に該当する者であるとき。 

３ 厚生労働大臣は、第１項の申請があった場合において、当該申請に係る病院若しくは診療

所又は薬局が次の各号のいずれかに該当するときは、前条の指定をしないことができる。 

一 被保護者の医療について、その内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて第５０条

第２項の規定による指導を受けたものであるとき。 

二 前号のほか、医療扶助のための医療を担当させる機関として著しく不適当と認められる

ものであるとき。 

４ 前三項の規定は、都道府県知事による前条の指定について準用する。この場合において、

第１項中「診療所」とあるのは「診療所（前条の政令で定めるものを含む。次項及び第３項

において同じ。）」と、第２項第１号中「又は保険薬局」とあるのは「若しくは保険薬局又

は厚生労働省令で定める事業所若しくは施設」と読み替えるものとする。 

 

（指定の更新） 

第４９条の３ 第４９条の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によっ

て、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この条において「指定の有効 

期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、

指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。  

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条及び健康保険法第６８条第２項の規定は、第１項の指定の更新について準用する。こ

の場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  

（指定医療機関の義務） 

第５０条 第４９条の規定により指定を受けた医療機関（以下「指定医療機関」という。）は、

厚生労働大臣の定めるところにより、懇切丁寧に被保護者の医療を担当しなければならない。 

２ 指定医療機関は、被保護者の医療について、厚生労働大臣又は都道府県知事の行う指導に

従わなければならない。 

 

（変更の届出等） 
第５０条の２ 指定医療機関は、当該指定医療機関の名称その他厚生労働省令で定める事項に変



 
 

更があつたとき、又は当該指定医療機関の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を第４９条の指定をした厚生労働

大臣又は都道府県知事に届け出なければならない。 
 

（指定の辞退及び取消し） 

第５１条 指定医療機関は、３０日以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができ

る。 

２ 指定医療機関が、次の各号のいずれかに該当するときは、厚生労働大臣の指定した医療機

関については厚生労働大臣が、都道府県知事の指定した医療機関については都道府県知事が、

その指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止すること

ができる。 

一 指定医療機関が、第４９条の２第２項第１号から第３号まで又は第９号のいずれかに該

当するに至つたとき。 

二 指定医療機関が、第４９条の２第３項各号のいずれかに該当するに至つたとき。 

三 指定医療機関が、第５０条又は次条の規定に違反したとき。 

四 指定医療機関の診療報酬の請求に関し不正があつたとき。 

五 指定医療機関が、第５４条第１項の規定により報告若しくは診療録、帳簿書類その他の

物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

六  指定医療機関の開設者又は従業者が、第５４条第１項の規定により出頭を求められてこ

れに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同

項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定医療機関の

従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定医療機関の開

設者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

七 指定医療機関が、不正の手段により第４９条の指定を受けたとき。 

八 前各号に掲げる場合のほか、指定医療機関が、この法律その他国民の保健医療若しくは

福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反

したとき。 

九 前各号に掲げる場合のほか、指定医療機関が、被保護者の医療に関し不正又は著しく不

当な行為をしたとき。 

十 指定医療機関の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前５年以内に被保護者の医療に関し不正又は著しく不当な行為をした者であ

るとき。 

 

（診療方針及び診療報酬） 

第５２条 指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の診療方針及び診療報酬の例

による。 

２ 前項に規定する診療方針及び診療報酬によることのできないとき、及びこれによることを適

当としないときの診療方針及び診療報酬は、厚生労働大臣の定めるところによる。 



 
 

（医療費の審査及び支払） 

第５３条 都道府県知事は、指定医療機関の診療内容及び診療報酬の請求を随時審査し、且つ、

指定医療機関が前条の規定によって請求することのできる診療報酬の額を決定することがで

きる。 

２ 指定医療機関は、都道府県知事の行う前項の決定に従わなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により指定医療機関の請求することのできる診療報酬の額を

決定するに当つては、社会保険診療報酬支払基金法(昭和２３年法律第１２９号)に定める審査

委員会又は医療に関する審査機関で政令で定めるものの意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村は、指定医療機関に対する診療報酬の支払に関

する事務を、社会保険診療報酬支払基金又は厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

５ 第１項の規定による診療報酬の額の決定については、行政不服審査法(昭和３７年法律第１

６０号)による不服申立てをすることができない。 

 

（報告等） 

第５４条 都道府県知事（厚生労働大臣の指定に係る指定医療機関については、厚生労働大臣

又は都道府県知事）は、医療扶助に関して必要があると認めるときは、指定医療機関若しく

は指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者であつた者（以下こ

の項において「開設者であつた者等」という。）に対して、必要と認める事項の報告若しく

は診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定医療機関の開設者若しく

は管理者、医師、薬剤師その他の従業者（開設者であった者等を含む。）に対し出頭を求め、

又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該指定医療機関について実地に、そ

の設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第２８条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による検査について準用する。  

 

第５４条の２、第５５条、第５５条の２ （略） 
 

（告示） 

第５５条の３ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、次に掲げる場合には、その旨を告示しなけ

ればならない。 

一 第４９条、第５４条の２第１項又は第５５条第１項の指定をしたとき。 

二 第５０条の２（第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による届出があつたとき。 

三 第５１条第１項（第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による第４９条、第５４条の２第１項又は第５５条第１項の指定の辞退があっ

たとき。 

四 第５１条第２項（第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含

む。）の規定により第４９条、第５４条の２第１項又は第５５条第１項の指定を取り消し

たとき。 



 
 

 

第５５条の４～第８４条の３ （略） 
 

（緊急時における厚生労働大臣の事務執行） 

第８４条の４ 第５４条第１項（第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場

合を含む。）の規定により都道府県知事の権限に属するものとされている事務は、被保護者

の利益を保護する緊急の必要があると厚生労働大臣が認める場合にあっては、厚生労働大臣

又は都道府県知事が行うものとする。この場合においては、この法律の規定中都道府県知事

に関する規定（当該事務に係るものに限る。）は、厚生労働大臣に関する規定として厚生労

働大臣に適用があるものとする。 

２ 前項の場合において、厚生労働大臣又は都道府県知事が当該事務を行うときは、相互に密

接な連携の下に行うものとする。 

 

 附則 
 
（指定医療機関に関する経過措置） 
第５条 この法律の施行の際現に旧法第４９条（附則第１６条の規定による改正前の道州制特別

区域における広域行政の推進に関する法律（平成１８年法律第１１６号。次条第１項において

「旧道州制特区法」という。）第１２条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の指定を受けている病院若しくは診療所（旧法第４９条の政令で定めるものを含む。）又は薬

局は、施行日に、平成２６年改正後生活保護法第４９条（附則第１６条の規定による改正後の

道州制特別区域における広域行政の推進に関する法律（次条第１項において「新道州制特区法」

という。）第１２条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。次項及び第３項にお

いて同じ。）の指定を受けたものとみなす。 
２ 前項の規定により平成２６年改正後生活保護法第４９条の指定を受けたものとみなされた

病院若しくは診療所（同条の政令で定めるものを含む。以下この項及び次項において同じ。）

又は薬局に係る当該指定は、当該病院若しくは診療所又は薬局が、施行日から１年以内であっ

て厚生労働省令で定める期間内に平成２６年改正後生活保護法第４９条の２第１項の申請を

しないときは、平成２６年改正後生活保護法第４９条の３第１項の規定にかかわらず、当該期

間の経過によって、その効力を失う。 
３ 第１項の規定により平成２６年改正後生活保護法第４９条の指定を受けたものとみなされ

た病院若しくは診療所又は薬局の当該指定に係る施行日後の最初の更新については、平成２６

年改正後生活保護法第４９条の３第１項中「６年ごと」とあるのは、「生活保護法の一部を改

正する法律（平成２５年法律第１０４号）附則第５条第１項の規定により第４９条の指定を受

けたとみなされた日から厚生労働省令で定める期間を経過する日まで」とする。 
４ この法律の施行の際現に旧法第４９条の指定を受けている医師又は歯科医師は、診療所を開

設しているものとみなし、施行日に、平成２６年改正後生活保護法第４９条の指定を受けたも

のとみなして、平成２６年改正後生活保護法及び前二項の規定を適用する。 


